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SUMMARY
　　
　　Many academics correctly point out how the issues of international arbitration and jurisdiction 
were important in diplomacy of the interwar period. However, there still are not enough works on 
how the Japanese government considered these issues, and the academics tend to assume that the 
Japanese government was reluctant in signing the treaties over these issues. This article will address 
this shortcoming by making thorough investigation of the Japanese negotiation with various Western 
nations and Japan’s participations in the League of Nations in the 1920s.
　　This article will argue that, contrary to the conventional wisdom, the Japanese government acted 
very fl exibly towards the issues of the treaties of international arbitration and compulsory jurisdiction 
in PCIJ.  It is true that the Japanese government pressed the Swiss government to drop the clauses 
of the treaty which would allow third powers to arbitrate issues concerning “vital interest, honour 
and independence” of the contracting nations. However, after this Swiss-Japanese negotiation, the 
Japanese government began to contemplate excluding only the issues which involved “vital interest” 
from international arbitration. During the process of drafting Geneva protocol of 1924 in the assembly 
of League of Nations, the Japanese contemplated accepting the expansion of the range of jurisdiction 
of PCIJ than they accepted in their treaty with Switzerland, although in the end they chose not to do 
so.
　　In the negotiation with the United States over the drafting of new arbitration treaty, the 
Japanese government contemplated adopting the principle of the Locarno treaties of 1925, an 
agreement which made the signing powers to accept international arbitration on all judicial disputes, 
though it declined to accept the same range of jurisdiction in its negotiation with the Dutch 
government. When the British government and many other countries declared to accept compulsory 
arbitration in PCIJ, Many of the Japanese decision-makers sought to accept international arbitration 
on all judicial disputes, but they felt that it would be problematic if third powers could intervene into 
the disputes between Japan and China.
　　To conclude, although the Japanese government did not accept the principle of international 
arbitration unconditionally, they nonetheless understood that they could not be indiff erent about the 
issues of international arbitration and PCIJ if they wanted to promote and protect their interest.  
Sometimes they were willing to take a further step in accepting international arbitration while they 
sometimes declined to take that step, depending on the international environment or interests at 
stake.
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序論

　第一次大戦後、戦争を防止し、平和を維持すべ
きという目的のもと、国際連盟が創設された。し
かし、その国際連盟の規約前文及び各条文には、
理事会の活動、常設司法裁判所の創設、制裁と軍
縮といったように、平和の維持という目的のため
の手段が実に多岐にわたって記されていた1。ま
た、間接的に平和を促進する活動として、衛生事
業、知的協力事業、国際法典編纂事業といった多
くの活動が連盟の名のもとに行われていたことは、
今ではよく知られている。
　その様々な手段において、仲裁裁判や国際裁判
といった国際司法制度2 は、どれほどの意義を持
つ手段だとみなされていたのだろうか。まず、国
際連盟創設後の国際司法制度の発展は、それ以前
の伝統をより発展させるという意義を持っていた。
裁判によって国家間の紛争を処理しようとする取
り組みは、19 世紀を通した各国の仲裁裁判条約
の締結や、1899 年のハーグ万国平和会議を経た
国際仲裁裁判所の創設という成果を生んでいたが、
国際連盟規約において、紛争解決の手段が原則と
して常設国際司法裁判所での裁判、仲裁裁判、連
盟理事会への付託に依るということが明記された。
したがっていかなる国も、二国間の仲裁裁判条約
を想定して国際司法制度に関与するだけでなく、
普遍的枠組みによる国際司法制度の存在を前提と
して仲裁裁判条約に関与する必要に迫られていた
といえる。また、国際連盟創設後の国際司法制度
は、武力行使以外の手段で国際紛争を解決する手
段を提供することで侵略への制裁を可能にし、そ
の制裁により軍備を補うことで軍縮を実現可能に
するという点で、平和に向けた他の手段の基礎と
なるものと見なされていた3。この点を踏まえれ
ば、国際司法制度に注目することで、連盟におけ
る平和の基礎となる理念とその実態についてより
正確な理解が可能になると考えられる。
　このような意義を持つ国際司法制度が国際連盟
創設後に形成される過程において、当時の世界各
国はその国際司法制度にどれほどの意義を見出し
ていたのだろうか。これまで、戦間期における国

際司法制度の形成過程は主に国際連盟研究の中で
触れられてきたが4、これらの研究は同制度の形
成過程における各国の役割を充分論じていない。
尤も、この過程とイギリスの関係については、常
設国際司法裁判所規程第 36 条選択条項（常設国
際司法裁判所における応訴義務を定めたもの）の
受諾に至る過程を論じたロイド（Lloyd）の研究
があり5、更なる研究の発展が期待される。他方、
筆者がより深刻と考えているのは、その制度の形
成に対する日本の役割についてほとんど研究がな
されていない、あるいはその評価について見直す
ことが可能ではないかということである。
　日本は国際連盟の常任理事国に選ばれ、連盟規
約の起草や常設国際司法裁判所規定の起草にも参
加した。また、日本は常設国際司法裁判所の判事
として、織田萬、安達峰一郎、長岡春一の３人を
ハーグに送り出しており、1928 年には不戦条約
に加入し、紛争の平和的処理を対外的に宣言する
に至った。一方で、先述の常設国際司法裁判所規
程第 36 条選択条項による応訴義務を日本が戦間
期に受諾することは叶わなかった。また、連盟創
設以降に各国間で多くの仲裁裁判条約が結ばれた
にもかかわらず、日本が結んだ仲裁裁判条約は、
1924 年の日本＝スイス仲裁裁判条約、1934 年の
日蘭仲裁裁判条約に限られており、1908 年に日
米間で結ばれた仲裁裁判条約は、1928 年に改正
されないまま期限により失効に至った。この結果
を踏まえれば、戦間期の日本は大国として国際司
法制度の形成を主導する地位にありながら、その
形成を避けようとする姿勢を見せていたように見
える。
　この時代の国際司法制度の形成に対する日本政
府の態度について論じた先行研究では、いずれも
日本政府が国際司法制度の適用範囲を狭いものに
留めようとしていたことが強調されている。その
一つとして、伊香俊哉の研究が挙げられる6。伊
香の研究は、日本政府の国際司法制度への取り組
みについて、連盟規約起草以来「戦争の違法化」
のために連盟でなされた数々の取り組みに対する
日本政府の態度を論じる中で言及している。この
研究で伊香は、日本政府は常任理事国の間で戦争
違法化体制の強化のための取り組みに対して、一
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貫して足を引っ張る存在であったとするとともに、
戦争違法化体制の基礎となる国際司法制度の適用
範囲を骨抜きにしようとしていたと評価している。
伊香の研究は、多様な一次資料を用いて日本政府
内の各主体の対応を丁寧に検討しているが、あく
まで連盟における「戦争違法化」への取り組みを
主題としている。そのため、国際司法制度を中心
に日本の態度を評価する場合、連盟で議論された
問題にとどまらず、二国間で結ばれた仲裁裁判条
約の締結交渉において仲裁裁判の管轄がどの範囲
の問題まで広げられていたかにまで目を向ける必
要があると考えられる。
　このような伊香の研究に対し、仲裁裁判条約の
締結まで含めて日本政府の態度を検討している先
行研究として、横田喜三郎のものが挙げられる7。
外交文書などの歴史的史料を踏まえた上で考察し
たものではない概説的なものだが、伊香の研究に
ない視点を盛り込んでいる。この中で横田は、国
際連盟と常設国際司法裁判所の創設を経て世界各
国で結ばれた仲裁裁判条約が裁判の管轄権をより
広いものとしたにもかかわらず、日本は戦間期に
結んだ仲裁裁判条約において旧来の抽象的な留保
条件を付して裁判の管轄権を狭いものに止めよう
とした点、かつそれらの条約の締結が時局に応じ
た打算的なものだった点、また日本が他の連盟常
任理事国と異なり常設国際司法裁判所の応訴義務
に応じようとしなかったという点から、日本が戦
間期において一貫して国際司法制度の拡大を避け
ようとしていたと評価している。
　しかしこれらの先行研究は、いずれも条約の締
結や選択条項の受諾といった結果に至るまでの過
程を一貫したものと捉えるあまり、国際情勢の変
動に対して日本の態度が経時的に変化したという
側面を等閑視していると思われる。例えば、連盟
規約以前における仲裁裁判条約締結交渉における
日本政府の姿勢の変化を検討した千葉功の研究は、
各時点での仲裁裁判条約締結交渉において日本政
府が検討した対案を逐一検討することで、日本政
府の姿勢に徐々に変化が生じていった過程を明ら
かにしている8。戦間期における日本の態度を評
価するためにも、国際司法制度形成への取り組み
や各種の仲裁裁判条約締結交渉において、日本側

がどのような条件を提案し、他国から提案された
条件に対してどのような反応を示したのか、また、
日本側が示した条件が他国間で締結された仲裁裁
判条約や連盟での取り組みにおいて他国が示した
条件とどの点で一致しどの点で異なっていたのか、
以上のことが論じなければならない。
　本論文は、このような具体的な条件の検討と比
較の視座を用いることにより、戦間期の国際司
法制度の形成に対する日本の態度の変化の過程
を、常設国際司法裁判所における応訴義務受諾の
検討過程と、日本が二国間で交渉した仲裁裁判条
約の締結交渉の二つの場の相互作用に着目して検
討することで、日本が国際司法制度の形成を通じ
て平和の達成に寄与した可能性を明らかにしよう
と試みるものである。本論文は、検討の範囲を戦
間期における国際司法制度の大枠が定まった常設
国際司法裁判所の創設以後から開始し、日本外交
における国際連盟と国際司法制度の意義付けが大
きく変わることになった満州事変の直前までを検
討の範囲とする。その上で、この時代における日
本外交の変化の過程を、大きく四つの章に分けて
検討する。まず第一章では、常設国際司法裁判所
の創設までの過程における日本の態度が二国間の
仲裁裁判条約の締結過程に反映された事例として、
1924 年に調印に至った日本＝スイス仲裁裁判条
約の締結交渉を検討対象とする。第二章では、第
一章で見られた日本の態度転換が反映された事例
として、1924 年の連盟総会で起草されたジュネ
ーブ平和議定書に対する日本の対応過程を検討す
る。第三章では、日本の態度変容がさらに明確に
表れた事例として、1928 年に行われた日米仲裁
裁判条約及調停条約の締結交渉における日本の態
度を検討する。第四章では、それまでの日本の態
度がさらに変化する過程として、イギリスや世界
各国が応訴義務を受諾した 1929 年の前後で日本
の応訴義務への態度がどう変化したかを検討する。

第一章 　伝統的態度の維持：日本＝スイス
仲裁裁判条約締結交渉

　言うまでもなく、連盟創設以降の国際司法制度
は、連盟規約とそれに続いて起草された常設国際



― 36 ― 国際関係論研究　第 31 号

司法裁判所規程を基礎として発展していった。連
盟規約においてそれが規定されたのは第 13 条及
び 14 条であり、また、国際司法制度により解決
される紛争の範囲を定めたものとしては、常設国
際司法裁判所規程第 36 条が大きな意義を持つこ
ととなった9。
　とりわけ、常設国際司法裁判所の管轄範囲を
定めた規程第 36 条２項については、規程の署名
議定書において規程採択国の中で特別に受諾した
国同士でのみ適用される「選択条項」が置かれ、

「正当ノ委任ヲ受ケタル加盟ノ者ハ裁判所規程第
三十六条第二項ニ基キ左ノ条件ニ於テ当然ニ且特
別ノ合意ナクシテ義務的ナリト自今認ムルコト
ヲ其ノ本国政府ノ為ニ尚宣言ス」10 と明記された。
そしてこの後、この選択条項の受諾が、国際司法
制度確立の焦点となった。では、このように国際
司法制度の基礎が形成された直後の段階で、日本
政府はどの範囲まで国際司法制度の管轄権を妥当
と認め、どのような論理でそれを正当化しようと
したのだろうか。それが現れた事例として、日本
＝スイス仲裁裁判条約の締結交渉における日本の
態度を検討したい。
　まず、日本＝スイス仲裁裁判条約の締結交渉を
検討する前提として、常設国際司法裁判所規程起
草における日本の態度を、若干補足したい11。
　連盟創設後、常設国際司法裁判所規程を起草す
るための法律家諮問委員会が結成され、日本から
は安達峰一郎が起草に参加することとなった。こ
の場において安達や外務省は、応訴義務が日本に
とって思わしくないものであると判断していた12。
ここで安達や外務省本省が根拠として挙げたもの
は、裁判所規程の案に応訴義務を定めることが連
盟規約第 14 条に反するものであり、規約の改正
を求める提案を委員会が出すべきではない、とい
うことであった13。ここから、日本の外務省本省
が連盟規約で定められた常設国際司法裁判所の管
轄権を必要十分なものとみなす認識を持っていた
ことが考えられる。
　報告書は連盟規約の「精神」を根拠として応訴
義務を明文化するものとなり、安達は報告書に対
して留保を表明することになった。しかし報告書
による提案は、連盟理事会で強制的管轄を合意管

轄によるものへと修正されて総会に提出された。
応訴義務の明文化を望む意見は総会で提唱された
ものの、それが復活することはなく、結果として
応訴義務は常設国際司法裁判所規程第 36 条の選
択条項としてまとめられることとなった。
　このように、日本は新たに定められた常設国際
司法裁判所を特別な精神に基づくものとして神聖
化せず、あくまで連盟規約やそれ以前の仲裁裁判
の伝統を引き継いだものとして位置づけていたと
判断できる。
　それでは、以上のように常設国際司法裁判所創
設に際して日本が示した態度は、二国間の仲裁裁
判制度の形成において、どのように表れたのだろ
うか。
　日本＝スイス仲裁裁判条約の締結交渉は、日本
政府の常設国際司法裁判所規程批准直後の 1921
年８月に、スイス側の提案に日本政府が応じる形
で始まった。この交渉の初期において、日本外務
省は最初の条約草案として、以下のものを起草し
た。
　「彼我両国間ニ締結セラルヘキ仲裁裁判条約ノ
内容ニ関シテハ
一、仲裁裁判ニ付スヘキ紛争ヲ法律問題ニ限ルコ
ト
二、締約国ノ緊切ナル利益、独立若ハ名誉又ハ第
三国ノ利益ニ関係スル紛争ニ付テハ留保ヲ設クル
コト
三、紛争カ法律問題ナリヤ又ハ留保事項ニ該当セ
サルヤヲ判定スルノ権利ヲ締約国ニ保留スルコト
　ヲ以テ帝国政府ノ大体ノ方針ト致シ度シ」14

　第一項の「法律問題」、第二項の「緊切ナル利
益、独立若ハ名誉又ハ第三国ノ利益ニ関係スル紛
争」の留保は、いずれも 1908 年に結ばれた日米
仲裁裁判条約で定められたものだった15。この点
から、日本側の当初の方針は、常設国際司法裁判
所の創設後でも、それ以前の仲裁裁判条約におけ
る留保条件を維持することだったと判断できる。
その背景として、当時の外務省に国際法への根強
い不信があったことが考えられる。例えば、この
交渉時に外務省で作成された覚書では、「仲裁裁
判ニ付スルニ適スル紛争カマサニ法律問題ニアル
コトハ今日広ク承認セラルル所ナリ然レトモ現今
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ニ於テハ一切ノ法律問題ニ付キ義務的仲裁裁判ヲ
認ムルコトハ帝国トシテハ未ダ其時期ニ在ラスト
ナササル可カラス」16 との見方が示されていた。
　一方でスイス政府は、国際連盟と常設国際司法
裁判所の創設を受け、それに適応するような仲
裁裁判条約を締結することを希望していた。1921
年 11 月、ラーディー（Lardy）駐日スイス公使
は日本外務省の田中次官代理に宛て、以下のこと
を申し立てていた。
　「一九二一年八月十八日瑞西国公使ハ同国政府
ニ於テ今後ハ国際連盟ノ創設ニ依リテ生シタル新
事態ニ一層適応セル仲裁裁判条約ヲ締結センコト
ヲ希望スル旨埴原次官ニ通告スルノ光栄ヲ有シタ
リ」
　「日本国ハ同裁判所（常設国際司法裁判所―引
用者注）ノ拘束的裁判権ニ関スル第二議定書ニ調
印セサリキ是等ノ事情ニ際シ日本政府ト特別ノ仲
裁裁判条約締結ノタメ商議ヲ開始センコトハ連邦
政府ノ甚タ望マシキ義ト認ムル所ナリ」17

　スイス政府は、スイス＝日本間の仲裁裁判条約
案を、日本が常設国際司法裁判所規程の選択条項
に調印していない点を埋め合わせるものと見なし
ていた。さらに、1922 年の５月になると、二国
間の仲裁裁判条約により広い管轄権を与えるべき
ということを、以下のようにはっきりと日本側に
示すようになった。
　「此機微ナル事項ニ付帝国政府カ極メテ慎重ノ
態度ヲ示サレタル理由ニツイテハ瑞西政府モ完全
ニ之ヲ了解セリ、然レトモ国際争議仲裁解決ノ原
則ヲシテ出来得ル限リ偉大ナル発展ヲナサシメン
コトヲ目的トスル瑞西政府ハ之ト全ク反対ノ結果
乃チ其従来非難セル一切ノ法則ヲ包含シ却テ其ノ
之ニ代ヘンコトヲ希望セル条項ヲ一モ包含セサル
条約ヲ締結スルカ如キ結果ヲ見ルコト無カランコ
トヲ希望スルモノナリ」18

　これらを踏まえれば、交渉当初の仲裁裁判条約
に対する意義付けは、日本とスイス間でかなり異
なるものとなっていたと判断できる。また、連盟
創設直後にスイスが連盟規約と仲裁裁判に関して
示したスイス政府の提議では、「名誉、独立及重
大ナル利益」に関する紛争の除外という従来通用
していた留保条件が広範であるとの批判が述べら

れていた19。スイス側が取り扱う紛争の範囲拡大
を望んでいたことは、この見解からも裏付けられ
る。
　このように距離のある態度を示したスイス側に
対し、1922 年８月の段階で日本政府は、スイス
側の二つの要求―常設国際司法裁判所が管轄権を
持つことと、条約により管轄権を持った裁判所に

「独立、名誉、及重大ナル利益ニ基ツク抗弁」に
ついての決定権を与えること―に対し、前者のみ
に合意することを望むとの方針を示した20。しか
し、このように日本がスイスとの紛争を常設国際
司法裁判所に付託するとしても、日本政府として
は、常設国際司法裁判所による裁判を必ずしも望
ましいものとは見なしていなかった。例えば、常
設国際司法裁判所への管轄権付与に関する日本側
の覚書の中には「大半欧米人裁判官ヲ以テ組織ス
ル同裁判所カ一方当事国ヲ日本トシ他方当事国ヲ
欧米ノ一国ト為セル事件ニ付果タシテ常ニ善ク日
本ノ立場ト主張トヲ了解シテ客観的ニ公平ナル判
決ヲ下シ得ルヤ否ヤ不安ノ点ナシトセス」21 とあ
ったように、裁判官の選出が欧米出身者に偏るこ
とを根拠に、常設国際司法裁判所の公平性を疑う
見方が残っていた。
　このような慎重な見方を秘めつつ、日本政府は
スイス側に対し、「法律問題ニシテ且締約国ノ独
立、国民的名誉、緊切ナル利益又ハ第三国ノ利益
ニ関係セサル紛争ハ締約国間ノ特別契約ヲ以テ之
ヲ常設国際司法裁判所ニ付託スルコトヲ為スニ付
テハ何ラ異議ヲ有セス」22 という条件を最終的に
示した。これに対してスイス側は、「瑞西連邦政
府カ予テ望ミシ所ナリシニ拘ラス仲裁ニ関シ新ナ
ル時代ヲ画スヘキ条約ヲ日本帝国ト締結スルコト
能ハサリシハ実ニ其ノ遺憾トスル所ナリ然レトモ
連邦政府ハ其ノ見解ニ於テ本質的缺点ヲ認メサル
ヘカラサル条約ヲ以テスルモ何等条約ナキ状態ニ
代ワラシムルコトヲ希望スルモノナレハ貴国政府
ノ企図ニ賛スルト共ニ日本国外務省ニ対スル同封
条約案ノ送附方ヲ瑞西国公使ニ訓令セリ」23 との
ように、より包括的な仲裁裁判条約に日本が合意
しなかった点を不本意としつつも、あくまで無条
約の状態が続くよりは良いと妥協して、最終的に
日本側案に同意するに至った24。
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　以上の過程を見れば、常設国際司法裁判所の創
設という画期が、日本においてどのように受容さ
れたかを窺い知ることができる。確かに日本＝ス
イス仲裁裁判条約では常設国際司法裁判所の管轄
権が明確に示されたものの、実際の裁判に付しう
る紛争の留保という面では、日本は常設国際司法
裁判所創設以前に広がっていた伝統的な条件、即
ち「締約国ノ独立、国民的名誉、緊切ナル利益」
に係る紛争の除外と、その留保範囲の解釈権の保
持を貫こうとした。また、日本政府内部における
常設国際司法裁判所の構成や判決への不信感は、
交渉過程において依然残ったままだった。この点
から、常設国際司法裁判所創設という転機に接し
ても、日本の当初の態度は、それまでの仲裁裁判
への態度を維持しようとする、慎重なものだった
と判断できる。
　しかし、このようにして日本＝スイス間の仲裁
裁判条約が調印に至ったとしても、その過程で仲
裁裁判の管轄権に対する日本の見解が全く変わら
なかったとは言い切れない。実際、日本＝スイス
間の交渉が最終局面に入った大正 12 年 12 月、日
本の外務省は仲裁裁判条約の締結条件についての
一般的な見解をまとめたが、その覚書においては、
日本＝スイス間の交渉で日本側が頑なに守ろうと
した「緊切ナル利益、独立若クハ名誉」に関する
紛争の除外という条件の問題点が提起されてい
た。例えば、「独立」という条件について、覚書
は「独立ナル文字ハ又広義ニ用ヒラレ或ル国家カ
正当ニ為シ又ハ為ササルコトヲ得ル何等ノコトヲ
為シ又ハ為ササラントスルコトニ対スル妨害ハ独
立ノ侵害ナリト解セラルルコトアリ斯クノ如キ解
釈ノ下ニ於テハ独立ナル留保ハ仲裁裁判適用ノ範
囲ヲ極メテ狭隘ナラシムルモノナリ」と論じてい
る。また、「名誉」に関して覚書は「名誉ナル文
字亦解釈ノ如何ニヨリテハイカナル紛争モ多少当
事国ノ名誉ニ関セサルモノナシトモ云ヒ得ヘキヲ
以テ此ノ意義ニ於テ名誉ニ関スル紛議ヲ仲裁裁判
ヨリ除外ストセハ仲裁裁判ニ付スヘキ事項ハホト
ント失ハレルヘキナリ」とし、「緊切ナル利益」
に関して覚書は、「緊切ノ利益ナル観念ハ元相対
的ノモノナレハ明確ナル標準ヲ定メ難キハ寧ロ当
然ナリ」としている。その上で覚書は、仲裁裁判

条約の締結に応じる適当な条件として「止ムヲ得
スンハ国民的名誉及ヒ緊切ナル利益ノ二又ハ緊切
ナル利益ノミヲ留保スルコト」を明記し、旧来の
方針を修正する見解を見せた25。確かにこの覚書
に見られたような態度が日本＝スイス間の交渉に
反映されることはなかったが、この覚書が常設国
際司法裁判所創設から日本＝スイス間の仲裁裁判
条約に至る交渉過程を踏まえてまとめられたとす
れば、日本政府はこの交渉過程を経て些かの変化
を見せたと言える。
　常設国際司法裁判所規程の起草に続く日本＝ス
イス仲裁裁判条約の締結交渉において、日本政府
は、紛争の司法に依る解決の範囲を、従来の慣習
に基づく範囲に維持しようとする態度を示し続け
た。しかし日本政府は、両国間の仲裁において常
設国際司法裁判所の管轄権を認めるなど、連盟創
設以降の枠組みを一定程度尊重する姿勢を示すと
ともに、交渉の過程でそれまでの管轄範囲を見直
す検討を始めた。このような日本の国際司法制度
への態度は、1924 年に連盟総会でジュネーブ平
和議定書が起草されることにより、さらに転換を
迫られることになる。

第二章 　日本の態度転換：ジュネーブ平和
議定書

　本章では、国際司法制度の形成における日本の
態度が、1924 年のジュネーブ平和議定書の起草
と採択の段階で、どのような変化を見せたのかを
明らかにする。まず、この議定書が発案されるに
至った経緯と、議定書案の性質を検討したい。
　先述の通り、連盟規約や常設国際司法裁判所規
程において応訴義務は強制されず、選択条項によ
るものとなった。また、連盟規約において、武力
による紛争解決に対して連盟による制裁を行う原
則にも不備があった。というのも、何をもって侵
略と定義するかは、連盟規約に明記されていなか
ったからである。このような事態を受けて、連盟
では、連盟規約の欠点を補い、国際司法制度や制
裁の実効性を高めようとする取り組みが、創設当
初から進められていた。
　その最初の成果として 1923 年の第４回連盟総
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会で相互援助条約案が起草されたが26、各国の調
印および批准を得ることは叶わなかった。その
大きな要因として、イギリスの反対姿勢がある。
1924 年８月に連盟事務局に提出されたイギリス
の回答では27、条約案によって確立される安全保
障に限界がある根拠として、条約案における侵略
の定義が曖昧であること、理事会が全会一致によ
り侵略国を定義するとしてもそれには時間がかか
り、制裁の初動が遅れることにより制裁の実効性
が低くなることが指摘されていた。そこでイギリ
ス政府は、軍縮を成功させるためには各国の安全
保障が確立されなければならず、さらにそのため
には、国際司法制度などの紛争解決手段が信頼に
足るものとならなければならないという論理を提
案することで、相互保障条約案の問題点を克服し、
更に連盟における軍縮推進の契機にしようと試み
た。その結果が、平和議定書の発案だったと言え
る28。
　このように、議定書が紛争の国際司法制度によ
る解決や侵略の明確な提議を示したことは、連
盟総会第一委員会において提出された合計７条の
議定書仮案に現れている29。このうち第３条では、
常設国際司法裁判所規程の選択条項を受諾するこ
とが明記されていた。また、第４条では、連盟規
約第 15 条における理事会による紛争の解決手続
きをより詳細に規定するため、連盟理事会から仲
裁裁判および国際司法裁判への紛争の付託につい
て多くの取り決めが定められた。その上で、仮案
第６条では、仲裁や司法による解決、理事会によ
る措置を無視して武力に訴えた国家を侵略国と認
定することが明らかにされていた。
　このような経緯で起草に至った議定書に対し、
当初の連盟日本代表及び外務省本省は、どのよう
な評価を下し、どう対応したのだろうか。
　９月４日から６日の連盟総会において英国マ
クドナルド（MacDonald）首相と仏国エリオ

（Herriot）首相が議定書を発案したのに対し、日
本の連盟代表は当初、冷ややかな反応を示した30。
というのも、仲裁裁判の制度化のために「国家の
名誉威厳に関わる問題」まで含めて応訴義務を認
めることは、英仏だけでなくどの国も不可能であ
ると見なしていたからである。また、連盟代表か

ら本省宛の先の電報に引き続く電報では、英仏以
外の諸国が総出で連盟規約の根本修正に乗り出し
てまで議定書に賛成することは疑わしいとしてい
た。しかし、同時に連盟代表は、純然たる法律問
題について大国と小国を問わない応訴義務を設け
ることに反対した場合、日本は図らざる誤解を招
くと指摘し、結局「大勢ニ順応スルコト然ルヘ
シ」と評価した上で、本省に回訓を求めていた。
　これに対して本省から最初に送られた回訓31 は、

「純然タル法律問題ニシテ国家ノ名誉、独立、又
ハ緊切ナル利益ニ関セサルモノ」についてのみ仲
裁裁判に付すとし、従来日本政府が他国と仲裁裁
判条約を締結する場合に示していた原則を変更す
るようなことを認めてはならないとしていた。加
えて、回訓の起草段階では、法律問題と政治問題
との区別が困難ということと、欧米と日本で仲裁
裁判の管轄範囲に対する見解が異なるという見方
が示されていた32。更に、続く９月 19 日に連盟
代表に送られた訓令では、仲裁裁判の強制が及ぶ
範囲から政治的紛争を除外するだけでなく、除外
の範囲をなるべく広くとるべきだと通告されてい
た33。このように、起草作業が進む間も、外務省
本省は、日本がこれまで仲裁裁判締結交渉で準拠
していた基準よりも包括的な基準による応訴義務
が議定書により定められることを避けようとして
いたと言える。
　しかし、本省が一貫して現状維持的な姿勢を続
ける一方で、フランス代表が各国の議定書参加を
積極的に呼びかけたことにより、９月 20 日の時
点でイギリスとイタリアが議定書賛成に転じるこ
とになった34。このようなジュネーブにおける情
勢の変化に対し、外務省本省も敏感に反応した。
20 日付の電報を受けて発信された本省から連盟
代表宛の電報では、日本の見解が以下のような形
で表現されていた。
　「往電第四十四号ノ通従来ノ主義ト余リニ懸ケ
離レ国家ノ独立、名誉又緊切利益ニ関スルカ如キ
問題ヲモ義務的仲裁裁判ニ付セムトスルニ拘ハラ
ス規約第十五条第八項ノ如キ各国ニ於テ国内問題
ト認メタルモノハ之ヲ仲裁ニ付議セストノ規定ヲ
存スルハ趣旨徹底セサルモノト認ム」35

　注目すべき点は、今回の回訓では国家の「緊切
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ナル利益」に関わる問題を仲裁裁判から除外すべ
きとの指示ではなく、当事国により国内問題と認
められた問題が仲裁裁判に付されないことの矛盾
を指摘すべしとの指示が与えられるようになった、
ということである。これは本省にとって、国家の
緊切利益に関わる問題を除外しようとせず、むし
ろそれが仲裁裁判に付されることを想定して議論
を進めることを意味していた。議定書発効の可能
性に疑念を持っていた初期の段階では、日本は他
国からの不用意な不信を買うことを避けつつ旧来
の国際司法の範囲を維持するという方針を採って
いた。しかし、イギリスとイタリアの賛成により
議定書発効の可能性が高まってきたことを受けて、
むしろ仲裁裁判の留保に矛盾があることを指摘し、
仲裁裁判の幅を進んで広げることにより、日本に
有利な状況を作り出そうという方針が採られるよ
うになった、ということである。
　このように、平和議定書の審議過程において、
従来の国際司法制度を維持しようとしていた日本
政府の態度は、司法制度の拡大を進める中で日本
の提案を反映させようとするものへと変化してい
った。先行研究では、これ以降の連盟の議論にお
いて、日本代表の安達峰一郎が国内問題とされた
紛争への理事会の関与の余地を残そうとする修正
案を提起したことが指摘されている36。しかしこ
こで重要なのは、この「安達修正」を通して日本
側の主張がなされるに至る過程で、議定書によっ
て国際司法制度の管轄範囲が拡大されることを前
提として日本政府の中での検討がなされるに至っ
たことである。ここから、平和議定書の起草過程
において、旧来の国際司法制度の管轄範囲を維持
するというこれまでの基準が再検討されるに至っ
たと言うことができるだろう。
　最終的に「国際紛争の平和的解決のための議定
書」と名付けられた議定書は、第一委員会での日
本側修正案を踏まえた上で、10 月２日、連盟総
会で満場一致により、各国の調印に付されるに至
った37。しかし、ここでの決議はあくまで議定書
への調印を連盟加盟国に推奨するというものに留
まっていた。
　外務省本省における議定書の内容を巡る議論は、
議定書が連盟総会で採択された当初から始まった

が、そこでは、日本は議定書調印については慎重
な態度を保ちたいが、連盟と日本との関係を悪化
させたくはないというジレンマが見られた。例え
ば、議定書採択までの経緯をまとめた「平和議定
書ニ就テ」という覚書では38、日本政府の採るべ
き態度として、調印は慎重に決断すること、大勢
を見極めることが挙げられた他に、英米が移民問
題に連盟を関与させまいとする態度を議定書に反
映させようとしていると指摘されていた。一方で、

「平和議定書調印ニ付テノ考量」という覚書では、
日本が委任統治や通商衡平の分野で恩恵を受けて
いる点が指摘されるとともに、中国が連盟を日本
の不利益に利用することを避けるため、また連盟
に加盟していないアメリカやソ連に対する立場を
固めるためにも、むしろ調印が有効ではないかと
いう意見も提示されていた39。
　しかし、平和議定書が軍縮に結び付けられたこ
とを受けて、平和議定書についての厳しい見解が
軍部から示されるようになった。例えば、陸軍は
議定書採択後に外務省と陸海軍が合同で組織した
軍縮準備委員会40 にあたって、陸軍は第一回会合
で主義上は軍縮に賛成すべきとする一方で議定書
は日本の安全を増加させないと指摘し41、第二回
会合では陸軍が米ソのいない軍縮に後ろ向きの姿
勢を見せるなど42、議定書後の軍縮の成功そのも
のに疑問を投げかけていた。
　また、理事会常任国の大使館が各国の議定書へ
の態度を伺う中で、各大使館の見解の差が見られ
るようになっていた。例えば、石井菊次郎駐仏大
使が 10 月７日の段階で日本の議定書参加を強く
促していた43 一方で、林権助駐英大使は、イギリ
ス政府が議定書調印後に行われる軍縮会議の有効
性を疑問視していることを伝え44、落合謙太郎駐
伊大使は 10 月８日の早い段階で、ムッソリーニ

（Mussolini）首相が議定書の内容が踏み込みすぎ
ているとして慎重な姿勢を示していることを示し、
日本としてもイタリアの出方を見て慎重に議定書
への態度を決めるべきだとしていた45。
　このように日本の議定書への態度が徐々に変化
していく中で、イギリスで 10 月 29 日に行われた
総選挙で労働党が敗北し、保守党による第二次ボ
ールドウィン（Baldwin）政権が成立し、イギリ
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ス政府の議定書への態度が大きく変わることにな
った。元来、総選挙直後の新政権は態度を明確に
していなかったため、イギリスでの政権交代の影
響は未知数だった46。しかしイギリスは 11 月 18
日になると、翌月の連盟理事において議定書と軍
縮への準備について意見を表明できないと連盟事
務局に通達するに至った47。
　このように議定書へのイギリスの態度が変容し
ていった中で、11 月 21 日、日本の幣原喜重郎外
相はエリオット（Eliot）駐日イギリス大使と会
談し、連盟での議論の際は本省から逐一指示は与
えられず、安達による日本側修正案は代表限りの
提案だったと説明した他、イギリスが議定書に参
加しないなら日本も参加しないと述べた48。日本
政府は議定書において理事会や国際司法制度によ
る紛争解決の範囲に関する方針を変更する姿勢を
見せたものの、ジュネーブ平和議定書がわずか２
ヶ月ほどで空中分解に至る過程で、「安達修正」
を「代表限りの提案」と説明するなど、議定書へ
の関与を避けようとする態度を示すようになった
のである。
　ジュネーブ平和議定書は 1924 年 12 月の時点で
事実上廃案と見なされるようになっていたが、イ
ギリスが正式に議定書の調印拒否を宣言するに至
るには、1925 年３月の連盟理事会を待たなけれ
ばならなかった49。しかし、1925 年２月の時点で
もなお、日本は平和議定書が修正されることを見
込んで、修正案の検討を進めていた。ここで重要
なのは、この議定書修正案において、応訴義務を
めぐる日本の見解が改めて示されていることであ
る。例えば、外務省で起草され、３月の連盟理事
会に先立って石井代表のもとに届けられた意見書
では、以下のことが挙げられていた50。
　「国際司法裁判所問題ニ付テハ平和議定書ノ修
正ヲ承認スルコト即チ（イ）法律問題ニ付テハ原則
トシテ国際司法裁判所ノ管轄権カ義務的ナルコト
ヲ認ムルコト（ロ）右管轄権ニ関シテハ議定書ノ定
ムルカ如ク各国ハ予メ広義ノ留保ヲ為スノ権利ヲ
有スルコト」
　ここで法律問題に限ってでも常設国際司法裁判
所への応訴義務を認めたことは、かつて常設国際
司法裁判所規程の起草過程において日本の外務省

と諮問委員会の安達が一体となって応訴義務に反
対の立場を示した点に鑑みれば、大きな変化であ
る。
　さらに、この意見書に付せられた「国際司法裁
判所ノ応訴義務受諾ニ関スル留保案」では、常設
国際司法裁判所における日本の留保条件として、

「応訴義務ヲ認ムヘキ紛争ハ裁判所規程第三十六
条第二項ニ掲タル法律的紛争ニシテ日本政府ニ於
テ其ノ緊切ナル利益（vital interests）ニ関セス
ト認メタルモノナルヘキコト」51 が挙げられてい
た。ここでは、それまで仲裁裁判条約における留
保条件として一貫していた「独立、名誉及緊切ナ
ル利益」に関する紛争の除外という条件が、「緊
切なる利益」に関する紛争のみを除外するという
ものに改められており、これは日本政府の方針の
変化を示すものと言える。この条件は、第一章に
おいて挙げた、1923 年 12 月起草の留保条件に対
する見解52 における条件とほぼ一致するものであ
るが、1923 年において見られた変化が、この意
見書においてよりはっきりと示されたといえる。
　このように除外される紛争の条件が「緊切ナル
利益」に一本化されたことが意図的なものである
ことは、この留保条件に付せられた説明書にも表
れている53。この説明書は、管轄権から除外する
紛争を「緊切なる利益」に関するものに絞ったと
しても、かつての「独立、名誉及緊切ナル利益」
という条件と同様に運用できるとした。また、例
え「緊切ナル利益」に関する紛争を常設国際司法
裁判所の管轄権から除外したとしても、寧ろその
紛争を理事会に付すことに賛意を示していた。
　ジュネーブ平和議定書は発効要件を満たす各国
の批准を達成しなかったものの、９月下旬に方針
を転じた外務省本省や、安達や石井に代表される
連盟日本代表には、連盟や国際司法制度により平
和的に解決しうる紛争の範囲の拡大に応じようと
する意図があった。連盟総会後の外務省本省は議
定書への積極的賛成を控えようとする態度を徐々
に明らかにしていったものの、最終局面におい
て、法律問題における応訴義務の受諾と留保条件
の「緊切ナル利益」への一本化への姿勢を示すこ
とにより、日本＝スイス仲裁裁判条約の検討を経
て見られた態度の変化をより明確にすることとな
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った。ジュネーブ平和議定書に日本が調印するこ
とは叶わなかったものの、その起草とそれ以降の
過程は、日本政府をして国際司法制度に対する態
度を再検討させることに、一定の寄与を果たした
と言えるだろう。

第三章 　日本の態度変容の反映：日米仲裁
裁判調停条約締結交渉

　先述の通り、国際司法制度に対する日本の態度
はジュネーブ平和議定書の起草までの過程で変化
を見せたが、1928 年の日米仲裁裁判条約締結交
渉は、このような態度の再検討の反映が現れる機
会となった。さらに、1925 年 12 月１日に調印さ
れたロカルノ条約も、日米仲裁裁判条約締結交渉
における日本の態度の再検討を促すものになった。
以上のことを踏まえて、この章では、1928 年の
日米仲裁裁判条約締結交渉における日本の態度を
検討する。
　1925 年 12 月１日に調印されたロカルノ条約の
うち、独白仏英伊による五カ国条約の第 3 条では、
条約調印国の間で発生した紛争について、紛争の
性質を問わず全てを仲裁裁判、調停、理事会への
付託という平和的処理に付すことが定められた54。
これに加え、合わせて調印されたドイツと近隣諸
国との仲裁裁判条約では、詳細な紛争処理手続き
が定められた。また、それまでの多くの仲裁裁判
条約で「独立、名誉及緊切ナル利益」に関する紛
争や第三国が利害を有する紛争が除外されていた
のに対し、ロカルノ条約における仲裁裁判条約で
はそれらの紛争も扱われることとされたという点
も、重要な意義を持つものであった。
　ロカルノ条約がこのように既存の紛争解決手続
きの慣例を塗り替える意義を持っていたことは、
当時の日本の政策決定者の間でも認識されていた
と考えられる。例えば、当時の日本における代表
的国際法学者であり日本の外務省と密接な関係に
あった立作太郎や、国際連盟帝国事務局代表を務
めるとともに国際法の専門家でもあった杉村陽太
郎は、ロカルノ条約における仲裁裁判条約よって
法的紛争については義務的な仲裁裁判が成り立つ
という先例が生まれたと見なしていた55。

　このようにロカルノ条約は、当時の日本におい
ても、法的紛争における仲裁裁判ないし常設国際
司法裁判所の強制的な管轄権を認める先例になる
とみなされた。尤も、そのような管轄権は法的紛
争と政治的紛争を峻別することにより成り立って
いたが、このような峻別は寧ろ、かつてのような
抽象的な留保条件を設定せずとも義務的な国際裁
判が成立し得ることを証明するものとなったと言
えるだろう。後述するが、1928 年の日米仲裁裁
判条約締結交渉では、このようなロカルノ条約の
先例が日本政府側で参照されることになる。それ
を踏まえて、条約締結交渉の過程を検討したい。
　1928 年の日米仲裁裁判条約締結交渉を検討す
る前提としてもう一つ、常設国際司法裁判所創設
から同交渉に至るまでの国際司法制度に対するア
メリカ政府の態度を、アメリカの常設国際司法裁
判所加盟問題を中心に検討していきたい56。
　常設国際司法裁判所創設以来、同裁判所判事に
アメリカのムーアが就任したものの、ヴェルサイ
ユ条約の批准拒否によりアメリカの国際連盟加盟
と常設国際司法裁判所規程加盟が見送られ、これ
以降、アメリカは国際連盟の枠外にありながら常
設国際司法裁判所に関与する方法を模索しなけ
ればならなくなった。この試みとして、1923 年 2
月にハーディング大統領がアメリカ上院において
アメリカの常設国際司法裁判所規程への加入を求
める教書を発表したものの57、ハーディング大統
領がこの後に死去したため、その教書を踏まえて
上院が決議を採択したのは、1926 年１月のこと
だった58。
　ここに見られるアメリカが常設国際司法裁判所
規程への加盟に至るまでのアメリカの態度におい
て、注目されるべき点が二つある。一つは、常設
国際司法裁判所規程に加盟するとしても、選択条
項を受諾して応訴義務を認めることは、政府も
想定していなかったということである。これは
1923 年３月の段階で、ヒューズ国務長官の見解
としてはっきりと示されていた59。注目すべきも
う一つの点は、アメリカが常設国際司法裁判所に
加入する条件の中に、独特の条件が含まれていた
ことである。元来、1923 年に大統領教書として
上院に提示された留保条件に、アメリカ上院の決
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議は新たに３つ留保条件を加えた60。一つはアメ
リカに関する紛争についてアメリカの同意なしに
常設国際司法裁判所が勧告的意見を与えることを
禁じること、裁判所の管轄権がアドホックな協定
によって認められること、そして、「「アメリカ」
的問題ニ対スル合衆国ノ伝統的態度」、即ちモン
ロー主義に関する紛争の除外というものであった。
これらのうち一番目の条件に対しては、イギリス
政府が、もしそれが合意されるならそれは「この
合意が連盟加盟国間の紛争の平和的解決をより困
難にすることはない」という補助的合意を必要と
するとし、慎重な姿勢を示した61。また、第二の
条件は常設国際司法裁判所創設以前の多くの仲裁
裁判条約にあった条件を維持するものであり、三
番目の条件は今までにない新たな条件であった。
　このようにアメリカ政府は、常設国際司法裁判
所創設後に同裁判所への加入を巡って示した態度
において、常設国際司法裁判所創設後の国際司法
制度の飛躍的変容に対して旧来の条件を維持しよ
うとする慎重な態度を示すとともに、他の仲裁裁
判条約には見られないような条件を提示していた。
そしてこのようなアメリカ政府の態度が、日米仲
裁裁判条約締結交渉においても反映されることに
なる。
　以上の前提を踏まえた上で、日米仲裁裁判条約
締結交渉の過程を検討したい。先述の通り、日
米仲裁裁判条約は 1908 年に一度締結され、その
後 20 年同じ条件で延長されていたが、延長を含
めた最大限の期限が 20 年と定められていたため、
1928 年には失効することとなっていた。このた
め、日米間の仲裁裁判制度を維持するにあたって
新たに条約が必要となり、その締結がアメリカ側
から打診された。さらに、交渉の過程において、
仲裁裁判の管轄から除外される紛争を調停に付す
ことが提案され、この調停を扱う条約も同時に審
議されることとなった。これが 1928 年の日米仲
裁裁判条約締結交渉が行われた経緯である。
　しかし、このような仲裁裁判条約・調停条約の
締結交渉は、日米間のみで進められていたわけ
ではない。1928 年には日米間のみならず、米英、
米仏、米独、米伊のそれぞれの仲裁裁判条約が失
効することとなっており、アメリカ政府はそれぞ

れの国に新たな仲裁裁判条約の締結を打診してい
た。そのため、日米間の交渉も、アメリカと他国
の間の交渉で提示された仲裁裁判条約案を参照し
つつ行われた。さらに注意すべき点は、これらの
交渉が不戦条約の締結と並行して行われたという
ことである。不戦条約においては、第一条で「国
策の手段としての戦争」が禁止されるとともに、
その第二条で「締約国ハ相互間ニ起ルコトアルヘ
キ一切ノ紛争又ハ紛議ハ其ノ性質又ハ起因ノ如何
ヲ問ハス平和的手段ニ依ルノ外之カ処理又ハ解決
ヲ求メサルコトヲ約ス」と定めらおり62、またこ
のように不戦条約を裏付けるものとして仲裁裁判
条約・調停条約を位置づける見解は、1927 年 12
月、アメリカ側から新たな仲裁裁判条約案が最初
に打診された際にも言及されていた63。このよう
に、1928 年に交渉された日米仲裁裁判条約案は、
1908 年締結の日米仲裁裁判条約と異なり、新た
に作られた不戦条約、更には国際連盟や常設国際
司法裁判所の創設以来作り上げられた「紛争の平
和的解決」という枠組みを裏付ける意義を持って
いた。
　それでは、このような意義を持った日米仲裁裁
判条約案は、裁判管轄権の範囲という点では具
体的にどのような構成を採っていたのだろうか。
1927 年 12 月、アメリカ側から日本側に最初に提
案された条約案の第五条では、以下の様な留保条
件が提示されていた。
　「本条約ノ規程ハ問題タル事項カ
　（イ）両締約国ノ一方ノ国内管轄内ノ範囲内ニ属
スルモノ
　（ロ）第三国ノ利益ヲ包含スルモノ
　（ハ）モンロー主義トシテ通常称セラルル亜米利
加問題ニ関スル合衆国ノ伝統的態度ノ保持ニ依拠
スルカ又ハ之ヲ包含スルモノ
　ナルニ於テハ援用セラレサルヘシ」64

　この条約案においては、旧条約における「独立、
名誉及緊切ナル利益」という留保条件の何れもが
排除されていた。一方で条約案は、国内管轄やモ
ンロー主義に係る紛争を裁判管轄権の範囲外とし、
また、ロカルノ条約における仲裁裁判条約では裁
判管轄権の範囲内とされた第三国の利益を含む紛
争を裁判管轄権から除外していた。当初のアメリ



― 44 ― 国際関係論研究　第 31 号

カ案は、それまで抽象的との批判を受けていた
留保条件を改め、より具体的な裁判管轄権を示す
中で留保条件を示そうとしていたと言える。また、
アメリカ側から提示された同案の第６条では、ア
メリカ政府が常設国際司法裁判所規程に加入する
際に留保したのと同様に、特定の紛争ごとにアド
ホックな協定を結ぶことで裁判所の管轄権を認め
ることと記されており、その協定はアメリカ上院
の協賛を条件としていた。
　このようなアメリカ側からの提案に対し、日本
の外務省は新条約案における条件が旧条約とどの
ような点で異なるかについて、検討を行い、1928
年１月末にはその分析をまとめた。その覚書では、
まず国内管轄事項とモンロー主義に係る紛争の除
外について、「国内管轄ノ留保ハ移民問題ニ牽連
シテ国民ノ誤解ヲ誘起スル所アルト共ニ第四条ニ
於テ「国際事件」ニ関スル紛争ノミヲ仲裁裁判ニ
付スヘキコトヲ明記セルカ故ニ特ニ之ヲ茲ニ掲ク
ルノ必要ナカルヘシトノ理由ヲ以テ米国政府ニ之
カ撤回ヲ求ムヘクモンロー主義ニ関スル事項ハ後
掲第三国ノ利益ニ関スル事項中ニ包含セラルヘキ
モノニシテ特ニ掲クル必要ナカルヘシトシテ同様
削除ヲ要求シ得ヘシ」との評価が示された65。つ
まり日本政府は、アメリカ側から提案された仲裁
裁判条約案が、現行の日米仲裁裁判条約の留保条
件と異なり、不必要な留保条項を伴うものである
と認識していたと判断される。
　さらに覚書では、日本側が仲裁裁判条約におい
て求める条件として先に示されてきた「緊切ナル
利益」に係る紛争の除外という点を挙げ、以下の
ように交渉への方針を明示していた。
　「翻テ現行条約中ノ留保条件ヲ検討スルニ「緊
切ナル利益」ナル観念ハ法律上極メテ漠然タルモ
ノナルト共ニ「名誉若クハ独立」ノ「緊切ナル利
益」ニ対立スルモノニアラスシテ之ニ包含セラル
ルモノト謂フヘク且又仲裁裁判ニ付セラルヘキ事
項ハ第四条ニ依リ「法又ハ衡平ノ原則ノ適用ニヨ
リ」決定シ得ヘキ権利ノ要求ニ基ケルモノ即チ法
律問題ニ限定セラレ居ルヲ以テ之カ国家ノ「緊切
ナル利益」ニ関スル場合ト雖モ仲裁裁判ニ付スル
コトヲ適当ト認メラル而テ米国今時ノ留保事項ノ
同国ノ特殊的立場ト米国上院ノ意向トヲ考慮シテ

挿入シタルモノニシテ帝国政府ニ於テ之ヲ削除セ
シムル為ニハ相当努力ヲ必要トスヘク之カ為若シ
帝国ニ於テ特殊的国家利益ノ犠牲ニシテ条約所定
ノ紛争ヲ凡テ無留保条件ニテ仲裁及調停ニ付スヘ
シトノ自由主義的高処ヨリ米国政府ニ留保撤廃ヲ
要求スルニ於テハ外交上ヨリスルモ極メテ剴切有
利ナル立場ヲ取リ得ヘシト信ス」66

　ここに見られるように、日本政府は、現行条約
において法律問題として裁判に付せられる問題の
範囲を守るためには、寧ろ一切の留保を伴わない
仲裁裁判・調停条約案を提示した上でアメリカ側
の再検討を迫るほうが良いと判断していた。交渉
のたたき台としての提案ではあるが、日本はそれ
まで主張してきた「緊切ナル利益」に係る紛争の
除外という条件さえも引き下げ、法律上の一切の
紛争を裁判管轄権に含むことを検討したことは、
従来の日本の態度から比較して大きな飛躍だった
といえる。
　これらの見解に加えて、外務省条約局でまとめ
られた覚書では、アメリカ側が提案してきた留保
条件案が裁判管轄権を狭めるものであるという批
判が示されるようになった。例えば、「現行日米
仲裁々判条約ト米国新提案トノ比較」と題された
覚書は、モンロー主義に係る紛争の除外が非常に
広範なものを留保することとなることの他、第三
国の利害に係る紛争の除外という点についても、
ロカルノ条約における仲裁裁判条約において同様
の紛争が裁判管轄権の範囲内とされている点を指
摘して批判を投げかけるとともに、紛争ごとにア
ドホックな協定を結ぶという伝統的な留保条件に
ついても、厳しい批判を投げかけていた67。また、
とりわけ国内問題の除外についての批判は外務省
において強く、「国内問題の本質と限界」という
覚書にまとめられた68。ここでは、国内問題とい
う概念が国際法上確立していないこと、ロカルノ
条約における仲裁裁判条約において国内問題も裁
判管轄権に含まれうるとされていることが挙げら
れ、旧条約における「緊切ナル利益、独立又ハ名
誉」に係る紛争の除外という条件に比べて、国内
問題の除外という新しい留保条件は留保の範囲を
一層広くするものとなり、新条約は旧条約から

「退歩」したものとなるだろうと分析していた69。
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　このような新条約案に対する日本側の見解は、
アメリカ側の案との妥協点に到達せず、旧条約が
失効する同年８月 23 日の期限が迫りつつあった。
ここで日本政府は、仲裁裁判に関して日米の無条
約状態が発生することを避けようとし、「当分ノ
間例エハ新条約締結迄又ハ一年間若シクハ締結国
ノ一方ガ予告期間ヲ与ヘテ廃棄通告ヲナスニ至ル
迄現行条約ノ効力ヲ存続セシムルコト極メテ望マ
シキコトト認メラル」との見解を澤田節蔵駐米臨
時代理大使を通してアメリカ側に伝えることを決
定した70。しかし、旧条約の延長という選択肢は、
アメリカ側によって早々と否定されてしまった。
アメリカ国務省のキャッスル（Castle）次官補が
澤田臨時代理大使を通して、「当国ノ関スル限リ
議会ノ批准ヲ得サル限リ右ハ条約トシテモ効力ヲ
有セサル義ニシテ一時現条約失効シ無条約状態ト
ナルモ両国間ニ外交手段ニ依リ妥結出来サル問題
生スヘシトモ思考セラレサルノミナラス英国ノ先
例 ( 同時期において米英仲裁裁判条約が失効した
こと―引用者注 ) モアルコトナレハ暫ク失効ノ儘
トシ成ルヘク早ク新条約ノ締結方希望スル」との
見解を伝えたからである71。これにより、８月 23
日に日米仲裁裁判条約は失効に至り、以後日米間
では仲裁裁判に関しての無条約状態が続くことに
なった。
　このように、日本政府の国際司法制度に対する
態度の変化は、日米仲裁裁判条約締結交渉におい
てはっきり現れるようになった。旧日米仲裁裁判
条約に替わるものとしてアメリカ側から提案され
た新仲裁裁判条約では、「独立、名誉及緊切ナル
利益」に係る紛争の除外という条件が消える代わ
りに、ロカルノ条約において管轄内とされた国内
問題や第三国の利益に関わる紛争が除外されると
ともに、モンロー主義に係る紛争の除外という特
殊な留保が加えられることとなった。このような
条件に対し、日本政府はこれが旧条約に比べて

「退歩」したものと見なし、交渉の中で批判を加
えていった。確かに新条約は締結に至らなかった
が、日米仲裁裁判条約の失効は、国際司法制度の
拡大を避けようとする日本政府の姿勢によるもの
ではなく、いかにして仲裁裁判制度を拡大するべ
きかという見解を巡って日米間に大きな認識のず

れがあったことによって招かれたものだったとい
える。寧ろこの日米交渉においては、日本政府が
示した仲裁裁判制度の拡大への意欲こそが評価さ
れなければならない。
　しかし、このように変容した日本の態度は、
1929 年に発生した新たな事態、即ちイギリスを
始めとする諸国の常設国際司法裁判所規程選択条
項受諾という事態によって、さらに変容を迫られ
ることとなる。

第四章 　もう一つの転換点：1929 年の選
択条項受諾問題

　1929 年９月の第 10 回連盟総会を通じて、国際
司法制度に対する日本の態度を決定する環境は、
大きく変化することとなった。イギリス及び英自
治領諸国が常設国際司法裁判所規程選択条項を受
諾することを発表し、これに続いてフランス、イ
タリアが選択条項の受諾を宣言したことにより、
国際連盟常任理事国の中で選択条項を受諾してい
ない国が日本のみとなるという事態が発生したか
らである。本章では、このような列国の選択条項
受諾の前後において、そこで日本の国際司法制度
への態度がどう変化したかを検討したい。
　まず、日米仲裁裁判条約締結交渉の時期から
第 10 回連盟総会以前において日本が国際司法制
度に示した態度を示す例として、日蘭仲裁裁判及
調停条約の締結交渉を検討する。日蘭仲裁裁判
及調停条約が最終的に締結されるのは 1934 年だ
が、仲裁裁判条約や調停条約をめぐる日蘭交渉は、
1925 年の時点で既に始まっていた。尤も、交渉
は事務レベルのものであり、1929 年以前の段階
で条約締結の条件が具体的に検討されることはな
かったが、オランダ側が複数回に渡り仲裁裁判条
約と調停条約の締結の希望を日本側に表明してき
たことには、注意が必要である72。
　1925 年６月 16 日、ハーグ駐在の皆川代理公使
がオランダ外務省のアンドレー（英文表記不詳）
法務局長と会談し、アンドレー局長は日蘭仲裁裁
判条約と調停条約の締結を打診した73。これに対
して皆川は、先述の日本＝スイス仲裁裁判条約と
同様の留保条件による条約案を提示したが、オラ
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ンダ側は制限を含む仲裁裁判条約は望まないとの
見解を示した。この時期はジュネーブ平和議定書
が廃案となっていたが、ロカルノ条約が締結に至
る前の段階であり、日本はこの段階では、常設国
際司法裁判所創設以前の旧来の留保条件を維持し
ようとしていたと考えられる。これに対して１年
後の 1926 年６月１日、ハーグの松田道一公使が
オランダ外相と会談した際、オランダ側は、日蘭
間の仲裁裁判条約の条件として、既に結ばれてい
た蘭独仲裁裁判条約を挙げ、同様の条約をオラン
ダ案として提示した。これに対して日本の外務省
本省では会議が開かれるも、受諾の可否の判断は
保留され、同年 10 月４日、日本側はオランダ側
から示された条約案の内容が日本側の案と距離の
あるものであるとの見解を示すに至った。
　このような推移に対し、不戦条約締結を経た
1928 年５月、オランダのベーラルツ（英文表記
不詳）外相とハーグの広田弘毅公使が会談し、オ
ランダ側は、ロカルノ条約における仲裁裁判条約
と同様の条件の条約を日本側に提案した。日本側
は本省での協議を経て、日本が日米仲裁裁判条約
の締結交渉中であり仲裁裁判条約に対する一般的
な見解を検討中だとして回答を保留したが、オラ
ンダ側の要求は強まっていた。広田公使はオラン
ダ側の打診を伝える請訓で、「本件ハ数年前ヨリ
ノ問題ニシテ現外務大臣就任後更ニ申出デタル次
第ニモアリ此ノ際成ルヘク明確ニ我ガ方ノ意向ヲ
伝フル事望マシキニ付具体的方針トハ如何ナル意
味合ナリヤマタ凡ソ何時頃迄ニ回答ヲ発セラルヘ
キヤ折リ返シ御電示アリタシ」との意見を明らか
にしている74。
　これを経て 1929 年に入ると、日蘭交渉の内容
は具体的なものとなっていった。同年４月上旬、
杉村陽太郎（国際連盟事務次長75）は広田公使と
オランダのブロックランド（英文表記不詳）外相
との会談に立ち会い、日蘭新通商条約の中に不可
侵条項と仲裁・調停条項を盛り込もうとの案が挙
げられたことについて、以下のような見解を山川
端夫（元外務省条約局長、貴族院議員、日本国際
連盟協会理事）に伝えていた。
　「仲裁裁判ニ付テハ裁判官選任ノ問題最重要ナ
ルヘシ最近常設国際司法裁判所ニ「ハースト」

「フロマジョー」カ入ラントスル噂アリ然ラハ
「ガウス」「ピロティ」等モ相乗シテ裁判官タルヘ
キニ至ルコト現時ノ国際関係上之ヲ推察スルニ難
カラス斯クシテ裁判所ニ各国ノ政治的色彩ヲ加フ
ルコトハ裁判ノ独立ト公平トヲ希望スル識者ノ好
マサル所ナル」
　「次ハ仲裁裁判適用ノ地域ヲ日蘭各本国ニ限ル
ヘキコトニシテ殖民地ノ如ク地方的法慣習ヲ異ニ
シ国際法ノ原則ヲ以テ律シ得サル事情各々アルモ
ノハ英国政府カ平生主張スルカ如ク当分之ヲ除外
スル方可ナリト思考セラル」76

　これ以前の日米仲裁裁判条約締結交渉において
日本政府が仲裁に付される紛争の範囲を拡大しよ
うとする意図を持っていたのに対し、オランダを
相手とした杉村は、裁判官の選任が欧米に偏る点
を警戒するとともに、イギリスを引き合いに出し
て植民地の利害に関する紛争を除外しようとする
など、仲裁裁判や調停の管轄拡大に対して慎重な
態度を示していた。しかし、山川が杉村の見解を
石井菊次郎（枢密顧問官）に転送した際、石井は
山川への返信で「杉村氏の意見に矛盾あるか如し
了解し難き節あり委細御面談し譲し」と述べ、杉
村への疑問を呈していた77。杉村の見解は外務省
や仲裁裁判問題の当事者の間で共有されたもので
はなかったと言える。
　このような一連の交渉を踏まえると、オランダ
側からの仲裁裁判条約と調停条約の打診に対して、
日本側は日米交渉と比較して慎重な態度を示して
きたことがわかる。というのも、日本政府は日米
交渉においてロカルノ条約を参照して仲裁裁判条
約の留保条件を検討していたが、ロカルノ条約に
おける仲裁裁判条約と調停条約の枠組みをそのま
ま援用することは避けようとしていたからである。
　このように日本がアメリカやオランダとの仲裁
裁判条約締結交渉に臨む一方で、国際連盟総会で
はジュネーブ平和議定書の廃案以来、義務的な国
際裁判と安全保障を結びつけた枠組みの構想が、
再び提唱されるようになっていた。それが、1927
年９月の第８回連盟総会に端を発し、1928 年の
第９回連盟総会で条約案として採択された「国際
紛争の平和的解決のための一般議定書（以下、一
般議定書）」である78。
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　第８回連盟総会以降、一般議定書を起草するた
めに仲裁裁判と安全保障の問題を扱う特別委員会
が組織されることとなった。この仲裁安全保障
委員会の第１回会議は 12 月１日・２日に開かれ、
翌 1928 年１月 26 日から２月２日まで行われた議
長と報告者による事前協議を経て、２月 20 日か
ら３月７日にかけて第２回会議、６月 27 日から
７月４日にかけて第３回会議が行われた。
　安全保障委員会が開催されるに当たり、連盟事
務次長である杉村は事務局案の取りまとめのため
に事務局内で協議を行うとともに、1928 年１月
15 日から 22 日にかけて英仏独伊各列強の当局を
訪問して事務局案の打診に回っており79、その際
の協議内容を青木節一（国際連盟事務局東京支局
長）に伝えていた。
　ここで杉村は、「日本が仲裁裁判を厭むこと今
や公然の秘密となり」と認めており、さらに「常
に弁解に苦しむ際、せめて英国丈にても流行を追
はざるの態度に出て呉れ居るは大なる力添えな
り」と述べ、イギリスが仲裁裁判の管轄拡大や応
訴義務に対して慎重な姿勢であることを評価して
いる。この根拠として杉村は、日本と欧米の法律
に相違があり、日本政府として信頼が置ける裁判
官が選任されることに懸念があるということを挙
げていた80。連盟で義務的国際裁判が定められる
場面において、杉村は裁判官の選任問題と応訴義
務の問題をセットにして捉え、慎重な態度を示し
たといえる。
　このような杉村の認識は、日本の外務省におい
てもある程度共有された。例えば、安全保障委員
会の第三回会議が開催される前の５月 25 日、外
務省は佐藤尚武連盟帝国事務局長に訓令を与える
中で、二国間の仲裁裁判条約が締結されるのが先
であり、多国間で義務的な国際裁判を定めること
は時期尚早との判断を示していた81。また訓令は、

「右理由ニ因リ留保ニ関シテモ従前ノ国際慣例又
ハ今日ノ国際事情ニ鑑ミ必要ナリト思考セラルル
除外事項ヲ例示的ニ掲ゲ置キ以テ当事国ヲシテ自
由ニ取捨セシムル範囲ヲ広カラシムル様為スコト
条約典型作成ナル本件委員会ノ使命ヨリ考フルモ
適当ノコトト思考セラルル」と述べ、仮に仲裁裁
判条約の典型を一般的に定めることになったとし

ても、留保条件の範囲を広く設定することで対応
する姿勢を示していた。
　３回の安全保障委員会会議を経て仲裁と調停の
行程を規定する３つの条約案が起草された上で、
これらが９月の連盟総会で一つの条約案としてま
とめられ、この調印を各国に勧めるという決議が
採択されるに至った82。そして日本政府の慎重な
態度は、この連盟総会において、安達峰一郎代表
の口からも発せられることとなった。安達は連盟
総会冒頭の演説で、「仲裁裁判条約を例に取れば、
我が国のように二カ国条約の方針を採ろうとする
国もあれば、多国間枠組みを好む国もあります」
として、日本が多国間での義務的な仲裁への参加
に先立って二カ国間の仲裁裁判条約の締結を優先
する姿勢を示した83。
　このように、日米仲裁裁判条約交渉において日
本政府が裁判管轄権をより広範なものとするよう
に働きかけた一方で、ロカルノ条約における仲裁
裁判条項の管轄範囲が主張された日蘭仲裁裁判条
約の締結交渉で日本政府は慎重姿勢を示し、一般
議定書の起草過程においては、多国間での枠組み
形成よりも二国間での交渉の進展を優先させる姿
勢を示した。日米仲裁裁判条約締結交渉における
日本政府の大胆な方針転換は、このような慎重な
姿勢とバランスをとることで成立していたと言え
る。
　しかし、このように二国間の仲裁裁判と一般的
な国際裁判を峻別する態度は、イギリスおよび列
強の選択条項受諾という転機により、転換を迫ら
れることになる。
　1929 年５月のイギリスでの第二次マクドナル
ド内閣成立の後、９月に開かれた第 10 回連盟総
会は、イギリスおよび英自治領諸国が選択条項を
受諾すると宣言したことにより、イギリスのマク
ドナルド首相をして「選択条項総会」と言わしめ
るものとなった84。総会の最初の段階で宣言の形
式は準備中であったが、選択条項の留保条件を巡
ってオーストラリア、ニュージーランド、アイル
ランド自由国との調整を進めた結果、同月 19 日
にイギリスは選択条項に調印することに至った85。
　この受諾宣言には、イギリス政府の留保により
除外される紛争の条件が三つあった。一つは紛争
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当事国の双方が紛争が他の平和的解決手段に付さ
れることに同意した場合、二つ目は連盟加盟国で
英連邦（Commonwealth of Nations）に加盟して
いる国との紛争、三つ目は国際法により専ら英国
の司法に属する紛争であった。ここでイギリスが
示した条件は、国内管轄事項について「国際法に
より専ら国内の司法に属する」という慎重な条件
を付すとともに、アメリカによる仲裁裁判条約に
おけるモンロー主義に関わる紛争の除外、更には
日本政府がこれまで仲裁裁判条約締結の方針の中
で示してきた「緊切ナル利益」のような、抽象的
な留保条件を除外したものであり、ロカルノ条約
により変容した先例を踏襲するものとなっていた。
　このようなイギリスの選択条項受諾により、連
盟常任理事国であるフランスとイタリアが一挙
に選択条項受諾へと動き出すとともに、殆どの国
が留保付きであるものの選択条項の受諾に動き、
1930 年 10 月の段階で選択条項に批准した国は 26
カ国、調印した国は 41 カ国に上った86。とりわ
け、連盟常任理事国の中で選択条項を受諾してい
ない国が日本のみとなったことは、日本政府に大
きな課題を投げかけた。
　このような連盟総会での動きに対して、日本政
府はどう反応したのか。選択条項の受諾を宣言
したマクドナルドの演説を受けた日本の連盟全権
は、選択条項受諾が総会での大きな議題になって
いるとの見方を示すとともに、日本政府が選択条
項の受諾を拒むようなことがあれば連盟加盟国や
不戦条約加盟国としての立場の問題のみならず目
下の海軍軍縮問題にまで悪影響を及ぼすと予想し、

「帝国政府ニ於テモ此等ノ事情ハ夙ニ御洞察ノ事
トハ存スルモ従来ノ如ク現行規約保存主義ノミ固
執スルニ於テハ本邦ニ取リ鮮カラサル不利ヲ醸ス
ナキヲ保セス往電第一四条御審議ニ際シテハ特ニ
上述ノ次第御勘考ヲ請フ」87 と強く訴えかけるに
至った。更に、これに続いて連盟全権は請訓を行
い、選択条項を急いで受諾するか、又は選択条項
をこの総会で受諾しないにしても、その説得的な
理由を示す必要があるとして、本省からの訓令を
促していた88。
　このように、ジュネーブで総会に臨む連盟全権
は、多くの国が雪崩を打って選択条項を受諾しよ

うとしていることを指摘するとともに、選択条項
を受け入れようとしていない大国が日本のみにな
っていることを指摘する中で、危機感を顕にして
いた。しかし、かねてから選択条項の受諾につい
ての態度が議論されておらず、日米間・日蘭間の
仲裁裁判条約締結交渉が目下進行中であったこと
もあってか、連盟総会閉幕に至るまで連盟全権は
選択条項受諾に関する訓令を与えられないままだ
った89。尤も、日本としての態度が全くの保留と
して表明されていたわけではなく、連盟総会後の
会談で杉村連盟事務局次長はドラモンド連盟事務
局長に対し、「自分帰朝ノ上ハ当局ニ充分説明シ
成ル可ク速ニ調印方努力スヘシ」と伝えていた90。
しかし結果的に、日本は連盟常任理事国の中で唯
一選択条項を受諾しない国となった。
　このように日本政府が第 10 回連盟総会で選択
条項の受諾を見送ったことに対し、真っ先に反応
を示したのが、中国国民政府だった。中国国民党
中央宣伝部は９月 27 日、「日本ノ国際法廷組織破
壊ニ対スル反対宣言」を発表し、日本が選択条項
を受諾しなかったことを、以下のように厳しい言
葉で非難した。
　「近頃日本帝国ハ此ノ挙（イギリスによる選択
条項受諾―筆者注）ニ対シテ大ニ反対ヲ為シ並ニ
英国ノ此ノ挙ハ冒険ニシテ英国首相愚拙ノ宣伝ハ
不当ナリト主張シ種々ノ批評ヲ為シツツアルカ蓋
シ日本ハ人口ノ増加日ニ繁ク糧食問題等ノ解決ニ
窮シ居リ且ツ浜口内閣ノ緊縮方針ニ因リテ無数ノ
失業者発生セルヲ以テ自ラ侵略政策ヲ堅持シテ外
部ニ向ヒテ発展スルニ非サレハ生存スル能ワサル
ニヨリ国際法廷ハ組織成立ヲ見ハ日本政府ハ常ニ
被告ノ位地ニ立チ三島帝国ノ尊厳ヲ失スルコトヲ
深ク顧慮セル結果此ノ和平破壊的 噛ヲ発スルモ
ノナリ」
　「今該国ノ国際法廷ニ反対セルコトヲ観ルニ日
本人ノ頻リニ蚕食セントスル野心ノ真相ヲ直結ス
ルニ難ラス其ノ口頭上ノ同文同種共存共栄等ノ宣
伝ハ縷テ人ヲ欺クノ語ト云フヘク且ツ吾国ハ人ノ
歯牙ニ掛ケサル国家ナリト謂フ等其ノ鄙夷罵詈ノ
詞ハ実ニ人ヲシテ忍受スル能ワサラシムルモノア
リ吾国人ハ奮然トシテ起ツヘシ」91

　この宣言において国民政府は、日本が選択条項
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の受諾に反対したとした上で、イギリスが選択条
項を受諾したことが失策であると日本政府が吹聴
していること、それが常設国際司法裁判所にお
いて日本が不利な立場にあることの他、人口の増
加や失業者の増大を発端とする日本の侵略的意図
に由来するとのことを挙げ、日本の一連の態度が

「和平破壊的 噛ヲ発スルモノ」であると非難し
ている。確かにこのような指摘は事実に依拠した
ものではなく、宣言が中央宣伝部から発せられた
プロパガンダであり、日本を侵略者として描き出
し国民政府に有利な国際世論と国内世論を喚起し
ようとする意図で発せられたものであることは割
り引いて考えなければならない。しかし、後述す
るが、それまで中国問題とあまり関連しない文脈
にあった日本の国際司法制度への態度が、国民政
府によって日本の侵略的意図を宣伝するための根
拠として利用されるようになったことは、以後の
日本において応訴義務への留保条件が作成される
過程で中国問題の除外が意識されることの要因に
なったと考えられる92。
　また、日本政府が選択条項の受諾を見送ったこ
とに対し、日本の学界や国内世論からも選択条項
の受諾を求める声が挙がるようになった。例えば、
第 10 回連盟総会以来、時事評論の中で選択条項
の受諾を訴える論考が発表されるとともに93、国
際法学会94、日本国際連盟協会95、婦人平和協会96

が日本の選択条項受諾を促す決議を発表した。ま
た、これまでと異なり、新聞論説においても選択
条項の受諾に賛同するものが現れた97。
　このように選択条項の受諾を求める声と受諾の
見送りを非難するが交錯する中で、日本政府は選
択条項受諾に応じるべく、留保条件をまとめあげ
る必要に迫られた。ではその過程の中で、日本の
国際司法制度への態度はどのように変化したのだ
ろうか。
　第 10 回連盟総会から半年が経った 1930 年４
月、杉村連盟事務局次長は伊藤述史（連盟帝国事
務局）と協議した上で選択条項の留保条件を起草
し、外務省の松永直吉条約局長に送付した98。こ
の案では、留保条件について「留保ノ一ハ一般的
性質ヲ有シ伊太利ノ留保ニ相似タルモノニテ「法
律的性質ヲ有スル紛争ト雖モ一応先ツ外交上ノ手

段ニ依リ其解決ヲ計リ相当ノ期間（一ヶ年間又ハ
一ヶ年間半）引続キ交渉スルモ解決シ兼ヌルトキ
又ハ連盟理事会ノ決定ニ依リ解決シ得サル時始メ
テ之ヲ裁判ニ付シ得」トナスモノニテ候」と定め
られていた。これは国内管轄事項のような具体的
な問題について留保を加えるものではなく、また、

「緊切ナル利益」に関わる紛争の除外という、そ
れまで堅持されてきた大きな条件がここでは影を
潜めるようになった。司法裁判以外の平和的解決
手段を準備できた場合に応訴義務を除外するとい
う条件は、確かに司法的解決よりも外交的解決を
優先するものとしても考えられるが、同様の留保
はイギリスによる選択条項受諾の留保条件にも明
記されたものだった。この点を踏まえれば、紛争
の平和的解決の範囲について、先の日米仲裁裁判
条約案と比べてもより包括的なものを想定してい
たと考えられる。
　一方で杉村の案は、「留保ノ二ハ支那ヲ除外ス
ル目的ニテ「帝国ガ選択条項ニ加入スル時ニ現ニ
加入国タルモノノミニ対シ応訴義務ヲ受諾ス」ト
ナスモノニテ候」とすることにより、中国を相手
とした応訴義務を明確に拒否しようとするものだ
った。ジュネーブ平和議定書において応訴義務が
盛り込まれた際にこのような条件が日本側から提
示されたことがなかった点を考えれば、中国にお
ける国民政府の完成と選択条項受諾見送りの非難
という事態を通して、中国を相手とする紛争の管
轄権を明確に除外する方針が掲げられたというこ
とになる。ただし、杉村はこのような留保により
中国をめぐる問題が完全に常設国際司法裁判所の
管轄から確実に除外されるとは考えていなかった。
杉村は先の留保条件を提示した上で、「支那ハ将
来国権回復ノ目的ヲ達シタル暁之ヲ応諾スルコト
アリ得ベク而シテソノ場合支那問題除外ノ留保ヲ
以テ之ニ対抗スルノ実際上極メテ困難ナルベキハ
之ヲ察スルニ難カラス故ニ実際論トシテハ満洲問
題ノ如キモ少クトモ法律的性質ヲ有スル紛争ニ付
テハ裁判ニヨリ之ヲ解決セザルヲ得サル破目ニ立
至ルベキヲ今ヨリ予メ覚悟セサルヘカラス候」と
のコメントを付していた。日本にとって格別の意
義を有する中国との紛争が常設国際司法裁判所の
枠組みの中で解決されることに対し、杉村は含み
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を持たせたということになる。
　さらにこの時期、選択条項受諾の留保条件が起
草されたのと同時に、大きな変化が現れた。ジュ
ネーブ平和議定書の調印過程において慎重な態度
を貫いていた幣原喜重郎外相（浜口内閣で再任）
が、選択条項の受諾に対し前向きな見解を表明し
たということである。幣原は７月 21 日にイギリ
スのティリー（Tilly）駐日大使と会談した際に、
軍縮条約を巡る議論が沸き起こっている以上今は
安全保障に関して更に重大な問題に対処するべき
時機ではないとしつつも、「自分は選択条項につ
いてこれまで考えており、個々の枢密顧問官と密
かに会談することで静かに足場を固めている」

「好意的な者もいるが、反対を唱えるしぶとい保
守派も一定数いる」「調印国各国による留保条件
により選択条項が危険でなくなり、間違いなく日
本も留保条件を付けられるので、個人としては、
彼は選択条項に問題を抱いていない」99 との見方
を伝えていた。選択条項の受諾は決して事務レベ
ルの草案にとどまるものでなく、外務省全体で認
められる方針に達したということである。
　実際、このように前向きな姿勢のもとで枢密院
に密かに打診するという幣原の方針は、この会談
の直後に枢密院で明らかになった。同年の８月２
日、アメリカの常設国際司法裁判所加入に伴う常
設国際司法裁判所規程の改訂を扱った枢密院審議
委員会の際、幣原は石井菊次郎、富井政章の両枢
密顧問官と選択条項について応酬を行い100、ここ
で幣原はティリーとの会談に引き続き、自身の立
場として選択条項受諾に賛成の意を示した。先述
の通り、ジュネーブ平和議定書の起草と調印過程
の時点で石井は連盟理事、幣原は外相であり、議
定書の評価をめぐって両者には溝があった。選択
条項を巡って評価の相違は若干見て取れるが、当
時に比べて両者の間隔は縮まったと判断できる。
　このように幣原の態度の変化が現れた後、杉村
の留保条件案に加えて、常設国際司法裁判所判
事に就任していた安達峰一郎が新たな草案を提示
した。安達は同年 10 月１日に送った書翰の中で

「常設国際司法裁判所規程ノ選択条項受諾ニ関ス
ル宣言（試案）」を提示した101。杉村案が「帝国
ガ選択条項ニ加入スル時ニ現ニ加入国タルモノノ

ミニ対シ」といったように一般的な規則により中
国との紛争を除外しようとしていたのに対し、こ
の安達案は、「極東ノ或ル地方ニ存在スル事態又
ハ事実ニ関シ起コルヘキ紛争ニシテソノ当時右地
方ニ厳存スル特殊条件ニ鑑ミ日本国カ他方ノ一又
ハ数当事国ニ対シ裁判所ニ対シ為サレタル請求ノ
通告ヨリ遅クトモ十日以内ニ他ノ平和的解決方法
ヲ提議スヘキ紛争」というように、具体的な文言
で中国との紛争を除外しようとした。いわば安達
案は、一般的な国際司法制度において「極東ノ或
ル地方」に「厳存スル特殊条件」を位置づけよう
としていた。
　このように安達が「極東ノ或ル地方」に「厳存
スル特殊条件」について言及した背景として、失
効後も続けられていた日米仲裁裁判条約締結交渉
の過程に着目する必要がある。1929 年 12 月、外
務省では日米仲裁裁判条約締結交渉のための新た
な方針案が起草された102。そこでは、モンロー主
義に関する紛争の除外という要求に対して、要求
の削除がアメリカ側の内政上の問題から難しいと
し、日本側が「政治的考量」を払わなければなら
ないとして柔軟な姿勢を示す一方で、「若シ「モ
ンロー」主義ノ除外ヲ其ノ儘認ムトセハ我国ニ於
テモ亦満蒙問題ノ除外ヲ列記スヘシトノ主張モ生
シ得ヘシ此ノ点ハ法律技術上ノ問題ヨリモ政治的
考量ノ問題ナリト云フヘシ」とし、日本側によ
る「政治的考量」の交換条件として満蒙問題の除
外の列記を要求することで、アメリカ側に対抗し
ようとしていた。この過程が選択条項受諾の留保
条件の検討と同時進行していたことを踏まえれば、
日本政府が、日米仲裁裁判条約締結交渉の中でモ
ンロー主義に関する紛争の除外と引き換えに満蒙
問題の除外の列記を要求することが可能になると
いう見込みを踏まえて、同様の留保を選択条項受
諾においても転用できると目論んだことが予想で
きる。
　このように、第 10 回連盟総会に前後して選択
条項の受諾が広まってから、日本でも選択条項の
受諾のための案が具体的に審議されるとともに、
選択条項の受諾への賛意が外相である幣原にも共
有されるようになった。その選択条項受諾の留保
条件の検討の中で、「緊切ナル利益、独立又ハ名
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誉」に係る紛争の除外という条件は影を潜め、よ
り包括的に常設国際司法裁判所の管轄範囲を定め
る見方が定着したと言える。しかし、選択条項受
諾の延期を日本の侵略的意図の表れとして非難す
る中国国民政府の突き上げは、選択条項受諾にお
ける中国問題の除外についての不安を促した。そ
のような不安は選択条項受諾の留保条件案の中で
最終的に「極東ノ或ル地方」に「厳存スル特殊条
件」への言及という形になり、国際司法制度への
日本の関与の拡大に対する新たなボトルネックと
なったと言えるだろう。
　国際司法制度による紛争解決をめぐり、日米仲
裁裁判条約の締結交渉の裏で、日本は二国間によ
る仲裁裁判条約の起草を進めつつ、一般的な枠組
みの中での司法による紛争解決の義務化には慎重
な態度を示していた。しかし、第 10 回連盟総会
を経て選択条項の受諾により常設国際司法裁判所
における紛争解決の義務化が多くの国の間で進む
と、日本でも選択条項の受諾を認めようとする態
度が広がるようになった。しかしその動きは中国
国民政府との対立の高まりと並行しており、選択
条項の受諾への準備は中国との紛争の除外への言
及と表裏一体となって進められた。そして、以上
のような問題をいかにして普遍的な論理のもとで
解決するかが政府の課題となっていたまさにその
時に、満州事変により連盟における平和構築と日
本の関係が大きく変化し、国際司法制度に対する
日本政府の態度もまた再検討を迫られるに至った
のである。

結論

　常設国際司法裁判所の創設以降、日本は仲裁裁
判や常設国際司法裁判所といった国際司法制度に
よる紛争解決について、一貫してその範囲を狭い
ものに留めようとする姿勢を示していたというの
が、従来の通説だった。しかし、同時期に日本が
仲裁裁判条約の締結と連盟における国際司法制度
の制度化の動きにおいてどのような案を構想して
きたかを、双方の関連に注意しながら検討してい
けば、日本政府がこの時期の連盟における議論や
国際環境の変化への適応能力を高め、変化の幅に

富んだ対応を見せていたことが伺える。そしてこ
こから、連盟と常設国際司法裁判所の設立以来国
際司法制度による紛争解決の範囲が拡大されよう
としていたことに対して、日本は新しい先例の登
場や外交環境の変容に即して柔軟な対応を示し、
その中で平和的手段によって解決できる紛争の範
囲を拡大していこうとする契機を有していたと判
断される。
　確かに、常設国際司法裁判所規程の起草直後に
おいて、日本政府が国際司法制度の管轄範囲拡大
に対して当初示した対応は、連盟規約以前の仲裁
裁判条約における紛争解決の適用範囲を維持しよ
うとするものであった。しかしスイスとの仲裁裁
判条約の交渉を経て、日本の仲裁裁判条約締結の
一般方針案の中では、「緊切ナル利益、独立若ハ
名誉」に関する紛争の除外という三条件を「緊切
ナル利益」に一本化することが盛り込まれるに至
り、それは 1924 年のジュネーブ平和議定書起草
の過程において再確認されるに至った。これによ
り日本は、国際司法制度による紛争解決の範囲を
日本が受け入れられる範囲で徐々に拡大していく
という形に、対応を変化させていくことになった。
　これに続くロカルノ条約における仲裁裁判条約
は、一切の法律的紛争を仲裁裁判又は常設国際司
法裁判所に付す先例とされた。この新しい先例は、
日本政府が新日米仲裁裁判条約の締結交渉におい
て条約案を検討する際に新たな参照基準になった。
同条約の締結を提起するにあたって、アメリカは
条約案から「緊切ナル利益、独立若ハ名誉」に関
する紛争の除外という条件を撤廃した一方で、第
三国の利益に関係する紛争の除外を維持するとと
もに、国内管轄事項の除外、「モンロー主義」に
関わる紛争の除外といった新たな条件を盛り込ん
でいた。これに対して日本側の案はロカルノ条約
における仲裁裁判条約の先例を援用してこの条件
に批判を加え、一切の法律的紛争を裁判管轄権に
含む仲裁裁判条約の締結を目指した。
　このように日本政府が先例を援用して仲裁裁判
条約の締結交渉に臨む一方で、日本政府はロカル
ノ条約における一切の法律的紛争を裁判管轄権に
含む仲裁裁判条約という先例を日本が結ぶ仲裁裁
判条約にそのまま転用することを避ける例もあっ



― 52 ― 国際関係論研究　第 31 号

た。また、日本政府は一般議定書のように連盟に
おいて一般的に国際司法制度の義務化を進めよう
とする動きには慎重な態度を示していた。しかし、
第 10 回連盟総会においてイギリスが常設国際司
法裁判所選択条項の受諾に応じ、続いて多くの国
が一斉に選択条項の受諾に応じたことを受けて、
日本政府においても、外相の幣原が選択条項の受
諾に賛意を示すようになるなど、普遍的な国際司
法制度の義務化を受け入れる動きが見られるよう
になった。このような中で日本政府において起草
された選択条項受諾の留保条件案は、原則として
一切の法律的紛争について応訴義務を認めるもの
である一方、中国国民政府との対立を受け、明確
に中国との紛争を除外する条件が加えられたもの
となった。満州事変の勃発は、日本の外務省がこ
のような条件案をさらに詰め、最終的な選択条項
の受諾が達成されようとしていたその時だったの
である。
　満州事変の勃発とそれに続く日本の国際連盟脱
退により、日本外交の中での国際司法制度の位置
づけは変わってしまった。確かに、日本が連盟を
脱退してからも、日本と二国間での仲裁裁判締結
交渉は続けられ、1934 年には日蘭仲裁裁判条約
が調印に至った。しかし、日本が連盟を脱退し連

盟による制裁と軍縮の枠組みから離れたことによ
り、本論文の冒頭で上げたような、制裁や軍縮に
結びついて平和維持の基礎となるものとしての国
際司法制度の意義は、日本に関しては失われるこ
とになってしまった。この 30 年代において日本
が仲裁裁判条約締結交渉においてどれだけの管轄
権を認めようとしたかについてはなお考察の必要
があるが、紙幅の問題を鑑みて、別の機会に論じ
たい。
　確かに以上に見た日本の態度は、一切の紛争を
国際司法制度において解決することを先んじて世
界各国に提唱するものではなく、あくまで「大勢
順応」を原則とするものだったといえるかもしれ
ない。しかし、「大勢順応」の「大勢」とは国際
連盟や常設国際司法裁判所の創設によって所与の
ものとして与えられたものではなく、各国が固有
の利益を抱える中で歩調を合わせて徐々に形成さ
れていく途上のものだった。日本による「大勢順
応」は決して国際司法制度の拡大を避けようとす
る意図を隠して国際世論からの非難を回避しよう
とするものではなく、自国としても固有の利益を
抱えつつ各国のコンセンサスとして現れた先例を
尊重するという、協調の精神に基づいたものだっ
たと言えるだろう。
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［追記］
　本論文執筆後、本論文と同様に戦間期の国際裁判と日本政府の関係を扱った、柳原正治の論文が発表された。柳
原正治「近代日本と国際裁判―「裁判嫌い」は神話なのか？―」『国際法外交雑誌』113 巻３号、2014 年。この柳
原論文では、本論文が第一章と第二章で扱った日本＝スイス間仲裁裁判条約締結交渉やジュネーブ平和議定書の検
討過程が扱われており、本論文の筆者も柳原論文の論旨に概ね同意するところである。


